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議案第６６号 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

理に関する条例の制定について 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に

関する条例を次のように制定する。 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

理に関する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い，関係条例の規

定を整理するについて，地方自治法第９６条第１項の規定により，この議案を提出

する。  
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

理に関する条例 

 

（鈴鹿市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第１条 鈴鹿市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和２４年鈴鹿市

条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第２０３条の２」を「第２０３条の２第５項」に改める。 

（職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２６年鈴鹿市条例第９２号）

の一部を次のように改正する。 

題名中「職員」を「鈴鹿市職員」に改める。 

第１条の見出しを「（趣旨）」に改め，同条中「規定することを目的」を「必要

な事項を定めるもの」に改める。 

第３条中「１年」を「６月」に，「の５分の１」を「及びこれに対する地域手当

の合計額（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員にあっては，報酬の額）の１

０分の１」に改める。 

（職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例の一部改正） 

第３条 職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例（昭和２６年鈴鹿市条例第

９３号）の一部を次のように改正する。 

題名中「職員」を「鈴鹿市職員」に改める。 

第１条の見出しを「（趣旨）」に改め，同条中「規定することを目的」を「必要

な事項を定めるもの」に改める。 

第４条に次の１項を加える。 

７ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項の規定の適

用については，同項中「３年を超えない範囲内」とあるのは「法第２２条の２第

１項及び第２項の規定に基づき任命権者が定める任期の範囲内」とする。 

- 2 -



（鈴鹿市職員退職手当支給条例の一部改正） 

第４条 鈴鹿市職員退職手当支給条例（昭和３１年鈴鹿市条例第４号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条の見出しを「（趣旨）」に改め，同条中「に関する事項を定めることを目

的」を「の支給に関し必要な事項を定めるもの」に改める。 

第２条第２項に次のただし書を加える。 

ただし，地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員については，こ

の限りでない。 

第６条の４第１項中「職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例」を「鈴

鹿市職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例」に改める。 

第２０条の見出しを「（委任）」に改め，同条中「実施」を「施行」に，「市長

が」を「規則で」に改める。 

附則第９項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。 

（鈴鹿市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第５条 鈴鹿市職員の育児休業等に関する条例（平成４年鈴鹿市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

第７条第２項中「している職員」の次に「（地方公務員法第２２条の２第１項第

１号に掲げる職員を除く。）」を加える。 

第８条中「した職員」の次に「（地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会

計年度任用職員を除く。）」を加える。 

（鈴鹿市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第６条 鈴鹿市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１８年鈴鹿市条例

第１号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「非常勤職員（」の次に「法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員及

び」を加える。 

（鈴鹿市附属機関の設置等に関する条例の一部改正） 

第７条 鈴鹿市附属機関の設置等に関する条例（平成２７年鈴鹿市条例第１８号）の

一部を次のように改正する。 

第１条中「第２０３条の２第４項」を「第２０３条の２第５項」に改める。 

（鈴鹿市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 
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第８条 鈴鹿市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成２８年鈴鹿市条例

第２２号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に改め，同項第５号中

「職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例」を「鈴鹿市職員の分限に関す

る手続及び効果等に関する条例」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。 

（鈴鹿市職員給与条例の一部改正） 

２ 鈴鹿市職員給与条例（昭和２４年鈴鹿市条例第５７号）の一部を次のように改正

する。 

第８条第５項中「職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例」を「鈴鹿市

職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例」に改める。 
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議案第６７号 

鈴鹿市印鑑条例の一部改正について 

鈴鹿市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市印鑑条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

住民基本台帳法施行令の一部改正に伴い，印鑑登録原票の登録事項として旧氏を

追加するほか，所要の規定整備を行うについて，地方自治法第９６条第１項の規定

により，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市印鑑条例（平成３年鈴鹿市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「本市の」を「本市が備える」に改める。 

第５条第２項第１号中「氏，名」の次に「，旧氏（住民基本台帳法施行令（昭和４

２年政令第２９２号。以下「令」という。）第３０条の１３に規定する旧氏をいう。

以下同じ。）」を加え，「住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第３

０条の２６第１項」を「令第３０条の１６第１項」に改め，「又は氏名」の次に「，

旧氏」を加え，同項第２号中「氏名」の次に「，旧氏」を加える。 

第６条第１項中「印鑑登録票」を「印鑑登録原票」に改め，同項第３号を次のよう

に改める。 

(３) 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記載（法第６条第３項の規

定により磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録してお

くことができる物を含む。以下同じ。）をもって調製する住民票にあっては，記

録。以下同じ。）がされている場合にあっては氏名及び当該旧氏，外国人住民に

係る住民票に通称の記載がされている場合にあっては氏名及び当該通称） 

 第６条第１項第５号を削り，同項第６号を同項第５号とし，同項第７号を同項第６

号とし，同条第２項中「印鑑登録票」を「印鑑登録原票」に，「磁気テープ（これに

準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。）」を「

磁気ディスク」に改める。 

 第８条第１項中「き損」を「毀損」に改め，同条第２項中「印鑑登録票」を「印鑑

登録原票」に改める。 

第１２条第１項第２号中「氏名，氏」の次に「（氏に変更があった者にあっては，

住民票に記載がされている旧氏を含む。）」を加える。 

 第１３条第２項及び第１５条中「印鑑登録票」を「印鑑登録原票」に改める。 

附 則 
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この条例は，令和元年１１月５日から施行する。 
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議案第６８号 

鈴鹿市税条例の一部改正について 

鈴鹿市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市税条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

身体障害者等に対する種別割の減免の要件等を改めるについて，地方自治法第

９６条第１項の規定により，この議案を提出する。  

- 8 -



（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市税条例の一部を改正する条例 

 

第８１条の２の見出し中「の所有する」を「が取得し，又は所有する」に改め，同

条中「軽自動車税」を「種別割」に改め，同条を同条第２項とし，同条に第１項とし

て次の１項を加える。 

日本赤十字社が取得する３輪以上の軽自動車のうち，直接その本来の事業の用に

供するもので，次の各号に該当するものに対しては，環境性能割を課さない。 

(１) 救急用のもの 

(２) 三重県県税条例第１３７条の２の２第２号から第５号までの規定により，三

重県知事が自動車税の環境性能割を課さない自動車の例によるもの 

第９０条第１項第１号中「又は精神に」を「，精神に」に改め，「精神障害者」と

いう。）」の次に「又は知的機能に障害を有し歩行が困難な者（以下「知的障害者」

という。）」を加え，「もの又は精神障害者」を「もの，精神障害者又は知的障害者」

に，「当該身体障害者若しくは精神障害者（以下「身体障害者等」という。）」を「，

精神障害者若しくは知的障害者（以下「身体障害者等」という。），当該身体障害者

等」に改め，同条第２項中「身体障害者又は身体障害者等」を「身体障害者等又は身

体障害者等」に改める。 

附 則 

この条例は，令和元年１０月１日から施行する。 
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議案第６９号 

鈴鹿市手数料条例の一部改正について 

鈴鹿市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市手数料条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い，危険物の貯蔵所の

設置の許可の申請に対する審査に係る手数料の改定等を行うについて，地方自治法

第９６条第１項の規定により，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市手数料条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市手数料条例（平成１２年鈴鹿市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

別表第４の３の項中「1,580,000円」を「1,590,000円」に，「1,940,000円」を「

1,950,000円」に，「2,260,000円」を「2,270,000円」に改める。 

別表第８中備考１３を備考１５とし，備考１２を備考１４とし，備考１１の次に次

のように加える。 

12 ４の項及び５の項において，認定申請又は認定の変更申請をする建築物が複

数ある場合の手数料の金額は，当該建築物ごとの区分に応じた手数料の金額の

合計額とする。 

13 ５の項において，認定の変更申請が新たに建築物を加えるものである場合の

当該加える建築物に係る手数料の金額は，４の項に規定する金額とする。 

附 則 

この条例は，令和元年１０月１日から施行する。ただし，別表第８の改正規定は，

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法

律第４号）附則第１条本文に定める日から施行する。 
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議案第７０号 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部改正について 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

子ども・子育て支援法及び子ども・子育て支援法施行令の一部改正に伴い，鈴鹿

市立幼稚園の保育料の額を０円とするほか，所要の規定整備を行うについて，地方

自治法第９６条第１項の規定により，この議案を提出する。 

- 12 -



（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市立幼稚園条例（昭和３２年鈴鹿市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

第４条を次のように改める。 

（保育料の額） 

第４条 幼稚園を利用する教育・保育給付認定子ども（鈴鹿市特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６年鈴鹿市条例第

１４号）第２条第１１号に規定する教育・保育給付認定子どもをいう。）に係る保

育料の額は，０円とする。 

第５条を削り，第６条を第５条とし，第７条を第６条とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の鈴鹿市立幼稚園条例の規定は，この条例の施行の日以後の利用に係る保

育料について適用し，同日前の利用に係る保育料については，なお従前の例による。 
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議案第７１号 

鈴鹿市運動施設の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

鈴鹿市運動施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定する。 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市運動施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

鈴鹿市立体育館の使用料を改定するほか，所要の規定整備を行うについて，地方

自治法第９６条第１項の規定により，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市運動施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市運動施設の設置及び管理に関する条例（昭和５７年鈴鹿市条例第１８号）の

一部を次のように改正する。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第６条関係） 

市立体育館使用料 

時間区分 ① ② ③ ④ 

使用区分 

午前９時

から正午

まで 

午後１時

から午後

５時まで 

午後６時

から午後

９時まで 

午前９時

から午後

９時まで 

競技場 入場

料等

を徴

収し

ない

場合 

スポーツ

（職業と

して行う

ものを除

く。以下

同じ。）

のため使

用する場

合 

学校（学校教

育法（昭和２

２年法律第２

６号）第１条

に定める学校

をいう。以下

同じ。） 

正 2,470円 3,300円 2,970円 8,740円 

副 990円 1,320円 1,180円 3,490円 

学校以外 正 4,950円 6,600円 5,940円 17,490円 

副 1,980円 2,640円 2,370円 6,990円 

スポーツ以外の目的で

使用する場合 

正 27,720円 36,960円 33,260円 97,940円 

副 11,080円 14,780円 13,290円 39,150円 

入場

料等

を徴 

スポーツ

のため使

用する場 

学校 正 6,180円 8,250円 7,420円 21,850円 

副 2,470円 3,300円 2,970円 8,740円 

学校以外 正 12,370円 16,500円 14,850円 43,720円 
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 収す

る場

合 

合  副 4,950円 6,600円 5,940円 17,490円 

スポーツ以外の目的で

使用する場合（興業を

直接の目的とする場合

を除く。） 

正 69,300円 92,400円 83,160円 244,860円 

副 27,720円 36,960円 33,260円 97,940円 

興業を直接の目的とす

る場合 

正 117,550円 156,750円 141,070円 415,370円 

副 47,020円 62,700円 56,430円 166,150円 

一般公開日におけ

る個人の使用の場

合 

中学生以下 150円 150円 150円  

高校生及び一

般 

300円 300円 300円  

トレー

ニング

室 

小学生（５年生以上）及び中学生 200円 200円 200円  

高校生及び一般 400円 400円 400円  

会員（高校生及び一般に限る。） 12回 4,000円 

会議室 大会議室 1,480円 1,980円 1,780円 5,240円 

中会議室 820円 1,100円 990円 2,910円 

備考 

１ この表において「正」とは正体育館をいい，「副」とは副体育館をいう。 

２ 土曜日，日曜日及び休日の使用料は，この表に定める使用料に当該使用料の

２０パーセントに相当する額を加算した額（その額に１０円未満の端数がある

ときは，これを切り捨てた額）とする。ただし，一般公開日における個人の使

用の場合については，この限りでない。 

３ 競技場の一部を使用する場合において，その使用面積が競技場の床面積の２

分の１以下であるときの使用料は，この表に定める使用料の２分の１の額（そ

の額に１０円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額）とする。 

４ 使用時間が時間区分の２分の１以内の時間である場合の使用料は，この表に

定める使用料の２分の１の額（その額に１０円未満の端数があるときは，これ

を切り捨てた額）とする。 

５ 時間区分を超えて使用した場合（一般公開日における個人の使用の場合を除

く。）のその超えた時間の使用料は，当該時間区分に係る１時間当たりの額（
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その額に１０円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額）に，その超え

て使用した時間を乗じて得た額とする。この場合において，１時間に満たない

時間は，これを１時間とみなして計算するものとする。 

６ 使用の準備又は原状回復のために競技場を使用する場合の使用料は，当該使

用時間の属する時間区分に係る１時間当たりの額（その額に１０円未満の端数

があるときは，これを切り捨てた額）とする。 

７ 競技場において電灯を使用した場合（一般公開日における個人の使用の場合

を除く。）の使用料は，電灯を使用した時間に次の表に掲げる額（競技場の一

部を使用する場合において，使用する電灯が２分の１以下であるときは，当該

額の２分の１の額）を乗じて得た額を使用料に加算した額とする。この場合に

おいて，１時間に満たない時間は，これを１時間とみなして計算するものとす

る。 

区分 １時間当たりの額 

正体育館 4,000円 

副体育館 1,600円 

８ 冷暖房設備を使用した場合の使用料は，使用した時間に次の表に掲げる額を

乗じて得た額を使用料に加算した額とする。この場合において，１時間に満た

ない時間は，これを１時間とみなして計算するものとする。 

区分 １時間当たりの額 

正体育館 9,900円 

副体育館 3,960円 

会議室 490円 

９ トレーニング室の会員に係る使用券の有効期間は，発行の日から３月以内と

する。 

１０ 別に定める心身障がい者の団体（以下「心身障がい者団体」という。）が

スポーツのため使用する場合の使用料は，使用区分の学校を適用して算定した

額とする。 

１１ 市外の者が競技場を使用する場合（一般公開日における個人の使用の場合

を除く。）の使用料は，この表（備考７及び備考８を除く。）により計算した
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使用料の額に１．５を乗じて得た額（備考７又は備考８の規定の適用がある場

合は，これらの規定により算出した額を加算した額）とする。 

別表第２備考に次のように加える。 

３ 心身障がい者団体が使用する場合の使用料は，使用区分の学校を適用して算定し

た額とする。 

別表第３備考に次のように加える。 

８ 心身障がい者団体がスポーツのため使用する場合の使用料は，使用区分の学校を

適用して算定した額とする。 

別表第４中 

「 電光掲示板 １台につき 330円 

」 
を 

 放送装置 １式につき 880円 
 

「 電光掲示板 １台につき 1,100円 

」 

に， 放送装置 正体育館 １式につき 1,320円 

上記以外 １式につき 880円 
 

「 電光掲示板 １台につき 660円 

」 
を 

放送装置 １式につき 1,650円 
 

「 電光掲示板 １台につき 2,750円 

」 

に 放送装置 正体育館 １式につき 3,300円 

上記以外 １式につき 1,650円 

改める。 

別表第５備考に次のように加える。 

８ 心身障がい者団体がスポーツのため使用する場合の使用料は，使用区分の学校を

適用して算定した額とする。 

別表第７備考に次のように加える。 

７ 心身障がい者団体がスポーツのため使用する場合の使用料は，使用区分の学校を

適用して算定した額とする。 

別表第９備考に次のように加える。 

７ 心身障がい者団体がスポーツのため使用する場合の使用料は，使用区分の学校を

適用して算定した額とする。 

- 18 -



別表第１１備考に次のように加える。 

７ 心身障がい者団体が使用する場合の使用料は，使用区分の学校を適用して算定し

た額とする。 

別表第１３備考に次のように加える。 

６ 心身障がい者団体が使用する場合の使用料は，使用区分の学校を適用して算定し

た額とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第１から別表第５まで，別表第７，別表第９，別表第１１及び別表

第１３の規定は，この条例の施行の日以後の使用に係る使用料から適用し，同日前

の使用に係る使用料については，なお従前の例による。 
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議案第７３号 

鈴鹿市市道の構造の技術的基準を定める条例の一部改正について 

鈴鹿市市道の構造の技術的基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように制

定する。 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市市道の構造の技術的基準を定める条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

道路構造令の一部改正に伴い，自転車通行帯の設置基準を新設するほか，所要の

規定整備を行うについて，地方自治法第９６条第１項の規定により，この議案を提

出する。 
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市市道の構造の技術的基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市市道の構造の技術的基準を定める条例（平成２５年鈴鹿市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

第１条中「新築し」を「新設し」に改める。 

第４条第１項中「停車帯」の次に「，自転車通行帯」を加え，同条第５項中「の車

道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

第６条第２項中「副道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

第８条の次に次の１条を加える。 

（自転車通行帯） 

第８条の２ 自動車及び自転車の交通量が多い第３種又は第４種の道路（自転車道を

設ける道路を除く。）には，車道の左端寄り（停車帯を設ける道路にあっては，停

車帯の右側。次項において同じ。）に自転車通行帯を設けるものとする。ただし，

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては，この限りでな

い。 

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車及び歩行者の交通

量が多い第３種若しくは第４種の道路（自転車道を設ける道路及び前項に規定する

道路を除く。）には，安全かつ円滑な交通を確保するため自転車の通行を分離する

必要がある場合においては，車道の左端寄りに自転車通行帯を設けるものとする。

ただし，地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては，この

限りでない。 

３ 自転車通行帯の幅員は，１．５メートル以上とするものとする。ただし，地形の

状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては，１メートルまで縮小

することができる。 

４ 自転車通行帯の幅員は、当該道路の自転車の交通の状況を考慮して定めるものと

する。 
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第９条第１項中「又は第４種の道路」を「（第４級及び第５級を除く。次項におい

て同じ。）又は第４種（第３級及び第４級を除く。同項において同じ。）の道路で設

計速度が１時間につき６０キロメートル以上であるもの」に改め，同条第２項中「道

路（」を「道路で設計速度が１時間につき６０キロメートル以上であるもの（」に改

める。 

第１０条第１項中「自転車道」の次に「又は自転車通行帯」を加える。 

第１１条第１項中「自転車道」の次に「若しくは自転車通行帯」を加える。 

第３１条第３号中「車道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

第４０条中「第８条」の次に「，第８条の２第３項」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に新設又は改築の工事中の第３種又は第４種の道路につい

ては，この条例による改正後の条例第８条の２並びに第９条第１項及び第２項の規

定にかかわらず，なお従前の例による。 
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議案第７４号 

鈴鹿市消防団条例の一部改正について 

鈴鹿市消防団条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市消防団条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備

に関する法律の施行に伴い，消防団員の欠格事由から成年被後見人及び被保佐人を

削るほか，所要の規定整備を行うについて，地方自治法第９６条第１項の規定によ

り，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市消防団条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市消防団条例（平成２６年鈴鹿市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第５条中第１号を削り，第２号を第１号とし，第３号から第５号までを１号ずつ繰

り上げる。 

第１１条第２号中「第３号」を「第２号」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和元年１２月１４日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に，改正前の第５条及び第１１条の規定に基づき行われた

処分その他の行為及び当該規定により生じた身分の喪失の効力については，なお従

前の例による。 
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議案第７５号 

鈴鹿市水道事業給水条例の一部改正について 

鈴鹿市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

水道法の一部改正に伴い，指定給水装置工事事業者の指定の更新に係る手数料を

新設するについて，地方自治法第９６条第１項の規定により，この議案を提出する。  
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市水道事業給水条例（平成９年鈴鹿市条例第４９号）の一部を次のように改正

する。 

別表第３の６の表を次のように改める。 
 
 ６ 指定給水装置工事事業者指定手数料 

 

区分 金額 

指定給水装置工事事業者の登録をするとき。 １件につき１４,０００円 

指定給水装置工事事業者の指定を更新するとき。 １件につき ７,０００円 

附 則 

この条例は，令和元年１０月１日から施行する。 
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議案第７６号 

鈴鹿市公共下水道条例の一部改正について 

鈴鹿市公共下水道条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市公共下水道条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備

に関する法律の施行に伴い，排水設備指定工事店の欠格事由から成年被後見人及び

被保佐人を削るについて，地方自治法第９６条第１項の規定により，この議案を提

出する。 
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市公共下水道条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市公共下水道条例（平成７年鈴鹿市条例第３８号）の一部を次のように改正す

る。 

第７条の３第１項第４号アを次のように改める。 

ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に，改正前の第７条の３の規定に基づき行われた処分その

他の行為並びに当該規定により生じた指定の取消し及び一時停止の効力については，

なお従前の例による。 
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議案第７７号 

鈴鹿市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正について 

鈴鹿市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例を次のように

制定する。 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

受益者負担金の適正な賦課及び受益者の負担軽減を図るため，受益者負担金の算

出方法を改めるほか，所要の規定整備を行うについて，地方自治法第９６条第１項

の規定により，この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市公共下水道事業受益者負担に関する条例（平成７年鈴鹿市条例第３９号）の

一部を次のように改正する。 

 第４条第１項中「次項の規定により定める」を削り，同条第２項を次のように改め

る。 

２ 単位負担金額は，１平方メートル当たり４５０円とする。 

 第４条第３項を削る。 

第５条を次のように改める。 

第５条 削除 

第７条第１項中「第５条の規定により公告した」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第４条の規定は，令和２年度以後の年度分の負担金（鈴鹿市公共下水道

事業受益者負担に関する条例第１条の負担金をいう。以下この項において同じ。）

について適用し，令和元年度分までの負担金については，なお従前の例による。 
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議案第７８号 

財産の取得について 

次のとおり財産を取得する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

１ 財 産 の 内 容  災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車（Ⅰ－Ｂ型） 

２ 取 得 価 格  ５０，６５２，０００円 

３ 取得の相手方  鈴鹿市北玉垣町北代８１番地の２ 

          株式会社モリタ東海 鈴鹿営業所 

所長 小倉 浩之 

４ 取 得 の 目 的  中央消防署西分署に配備している災害対応特殊水槽付消防ポ 

ンプ自動車を更新し，消防力の強化及び充実を図るため。 

 

 

 

 

提案理由 

災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車（Ⅰ－Ｂ型）を取得するについて，議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により，こ

の議案を提出する。 
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議案第７９号 

鈴鹿市及び亀山市におけるはしご自動車に関する連携協約の締結に関する協議

について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第１項の規定により，鈴鹿

市及び亀山市におけるはしご自動車に関する連携協約を締結することについて，亀山

市と協議する。 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

鈴鹿市及び亀山市におけるはしご自動車に関する連携協約 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

鈴鹿市及び亀山市におけるはしご自動車に関する連携協約の締結に関し亀山市と

協議するについて，地方自治法第２５２条の２第３項の規定により，この議案を提

出する。 
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鈴鹿市及び亀山市におけるはしご自動車に関する連携協約 

 

 鈴鹿市（以下「甲」という。）及び亀山市（以下「乙」という。）は，地方自治法

第２５２条の２第１項の規定に基づき，次のとおりはしご自動車に関する連携協約を

締結する。 

 

（目的） 

第１条 甲及び乙が相互に連携し，消防力の向上を図るとともに効率的な行政運営を

促進するため，基本的な方針及び役割分担を定める。 

（基本方針） 

第２条 甲及び乙は，前条に規定する目的を達成するため，別表に掲げる分野につい

て役割を分担し，連携して事務を執行するものとする。 

（連携する取組及び役割分担） 

第３条 甲及び乙が相互に連携して実施する取組及び役割分担については，別表に掲

げるとおりとする。 

（経費負担） 

第４条 前条の取組に係る事務を処理するために要する経費のうち，はしご自動車の

整備に要した費用については，５０％分を甲及び乙が均等に負担し，残余を甲及び

乙がそれぞれの当該年度の基準財政需要額（消防費）に応じた割合により負担する

ものとする。 

２ 前項の整備に要した費用以外の経費については，甲及び乙が協議して定めるもの

とする。 

（連絡会議） 

第５条 甲及び乙は，この連携協約の推進に係る連絡調整を図るため，連絡会議を開

催するものとする。 

（補則） 

第６条 この連携協約に定めるもののほか，この連携協約に関し必要な事項は，甲及

び乙が協議して定めるものとする。 
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別表（第２条，第３条関係） 

 

分野 基本方針 取組 鈴鹿市の役割分担 亀山市の役割分担 

消防力の向上

と施設などの

整備の推進 

消防体制

の強化 

はしご自動車

の整備に関す

る取組 

鈴鹿市が中心とな

ってはしご自動車

の整備及び運用に

取り組む。 

鈴鹿市と連携して

はしご自動車の整

備及び運用に取り

組む。 
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議案第８０号 

町及び字の区域の変更について 

次のとおり町及び字の区域を変更する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

町及び字の区域の変更調書 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

稲生地区における土地改良事業（水利施設等保全高度化事業）の施行に伴い，町

及び字の区域を変更するについて，地方自治法第２６０条第１項の規定により，こ

の議案を提出する。 
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町及び字の区域の変更調書 

 

１ 鈴鹿市稲生町字栗の内に編入する区域 

鈴鹿市稲生町字松の下５０２の一部，字矢去５８４の一部，５８４の１の一部

及びこれらの区域に隣接する道路である公有地の全部 

 

２ 鈴鹿市稲生町字松の下に編入する区域 

鈴鹿市稲生町字栗の内４９３の６の一部及びこの区域に隣接する道路である公有

地の一部，字矢去５５５から５５９まで，５６０の一部，５６３の一部，５６４か

ら５６８まで，５６８の１の一部，５６９，５６９の１の一部，５７０から５７３

まで，５７４の一部，５７７の一部，５７８から５８２まで，５８２の１の一部，

５８３，５８３の１の一部，５８４の一部，５８４の１の一部，５８４の２の一部，

５８５から５９０まで，５９１の１，５９１の２，５９２，５９３の一部，５９４

の一部及びこれらの区域に隣接介在する道路等である国公有地の全部 

 

３ 鈴鹿市稲生町字矢去に編入する区域 

鈴鹿市稲生町字水通１５５９から１５６６まで，１５６７の一部，１６０４の一

部，１６０５の１，１６０５の２，１６０６から１６１２まで，１６１２の１の一

部，１６１３，１６１３の１の一部，１６１４から１６１７まで，３５３９，３５

４２，３５４３，３５４４の一部，３５９７の一部，３５９８から３６００まで，

３６０３から３６０７まで，３６０７の１の一部，３６０８，３６０８の１の一部，

３６０９，３６０９の１の一部，３６０９の２の一部，３６１０から３６１６まで，

３６１７の１，３６１８から３６２３まで，３６２４の一部，３６２５の一部及び

これらの区域に介在する道路等である国公有地の全部，字城屋敷６３９の１に隣接

する道路である公有地の全部，字檜原１５５８の２に隣接する道路である公有地の

全部 

 

４ 鈴鹿市稲生町字城屋敷に編入する区域 

鈴鹿市稲生町字松の下５３５の１及びこの区域に隣接する道路である公有地の全

部，字檜原７７２の２の一部，７７３の１，７７４の１，７７５の１，７７６の１，
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７７７の１，７７８の１，７７９の１，７８０の１，７８１，７８１の１の一部，

７８２から７８８まで，７８９の一部，８１２の一部，８１３から８１８まで，８

１９の１，８１９の２，８２０，８２０の１の一部，８２１，８２１の１の一部，

８２２から８２８まで，８２９の一部，１５３４の一部，１５３５，１５５２から

１５５８まで，１５５８の１の一部，１５５８の２の一部及びこれらの区域に隣接

介在する道路，水路等である国公有地の全部 

 

５ 鈴鹿市稲生町字檜原に編入する区域 

鈴鹿市稲生西一丁目７７１の４，７９０から７９５まで，８０３，８０３の２の

一部，８３８，１５０９の４，１５１０から１５１２まで及びこれらの区域に隣接

介在する道路等である国公有地の全部 

 

６ 鈴鹿市稲生町字縄手に編入する区域 

鈴鹿市稲生町字縄手３６５６の１，３６５６の６，３６５７から３６６０まで，

３６６０の１，３６６１から３６６６まで，３６６６の１，３６６７から３６６９

まで及び道路等に隣接する字水通の道路，水路である公有地の全部，字坂本３８８

４の２，３９２６の４及びこれらの区域に介在する水路である公有地の全部 
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議案第８１号 

市道の認定について 

次の路線を市道に認定する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

市道認定路線調書 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

市道路線として認定するについて，道路法第８条第２項の規定により，この議案

を提出する。 
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市道認定路線調書 

路線番号 路線名 
起点 

主要な経過地 
延長（ｍ） 

終点 幅員（ｍ） 

053240 石薬師 240 号線 
石薬師町字三反田 

石薬師町 
739.6 

石薬師町字西裏 3.3～11.8 

053241 石薬師 241 号線 
石薬師町字南町 

石薬師町 
283.2 

石薬師町字南町 2.9～ 9.3 
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議案第８２号 

市道の廃止について 

次の路線を廃止する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

市道廃止路線調書 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

市道路線を廃止するについて，道路法第１０条第３項において準用する同法第８

条第２項の規定により，この議案を提出する。 
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市道廃止路線調書 

路線番号 路線名 
起点 

主要な経過地 
延長（ｍ） 

終点 幅員（ｍ） 

053066 石薬師66号線 
石薬師町字三反田 

石薬師町 
1,027.8 

石薬師町字南町  2.6～12.1 

063149 白子149号線 
白子町字箱塚 

白子町 
659.3 

白子町字深田  1.5～ 3.5 

063151 白子151号線 
白子町字箱塚 

白子町 
226.3 

白子町字深田  1.8～ 4.8 

063291 江島291号線 
江島町字亀池 

江島町 
225.1 

江島町字亀池  1.4～ 2.3 

063294 江島294号線 
江島町字鬼黒 

江島町 
290.6 

白子町字箱塚  1.6～ 5.4 

063648 江島648号線 
江島町字細合池 

江島町 
291.0 

江島町字鬼黒  2.0～ 4.3 

063649 江島649号線 
江島町字鬼黒 

白子町 
342.9 

白子町字深田  2.0～ 5.3 

063734 江島734号線 
江島町字細合池 

江島町 
333.0 

江島町字亀池 16.0～42.1 

113076 中箕田二丁目76号線 
中箕田二丁目 

中箕田二丁目 
38.4 

中箕田二丁目  1.4～ 1.6 
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議案第８３号 

平成３０年度鈴鹿市一般会計決算の認定について 

平成３０年度鈴鹿市一般会計決算を監査委員の意見を付けて認定に付する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

（決算書及び決算審査意見書 別冊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

平成３０年度鈴鹿市一般会計決算について，地方自治法第２３３条第３項の規定

により議会の認定に付する必要があるから，この議案を提出する。 

- 42 -



議案第８４号 

平成３０年度鈴鹿市国民健康保険事業特別会計決算の認定について 

平成３０年度鈴鹿市国民健康保険事業特別会計決算を監査委員の意見を付けて認定

に付する。 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

（決算書及び決算審査意見書 別冊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

平成３０年度鈴鹿市国民健康保険事業特別会計決算について，地方自治法第２３３

条第３項の規定により議会の認定に付する必要があるから，この議案を提出する。 
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議案第８５号 

平成３０年度鈴鹿市土地取得事業特別会計決算の認定について 

平成３０年度鈴鹿市土地取得事業特別会計決算を監査委員の意見を付けて認定に付

する。 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

（決算書及び決算審査意見書 別冊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

平成３０年度鈴鹿市土地取得事業特別会計決算について，地方自治法第２３３条

第３項の規定により議会の認定に付する必要があるから，この議案を提出する。 
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議案第８６号 

平成３０年度鈴鹿市住宅新築資金等貸付事業特別会計決算の認定について 

平成３０年度鈴鹿市住宅新築資金等貸付事業特別会計決算を監査委員の意見を付け

て認定に付する。 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

（決算書及び決算審査意見書 別冊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

平成３０年度鈴鹿市住宅新築資金等貸付事業特別会計決算について，地方自治法

第２３３条第３項の規定により議会の認定に付する必要があるから，この議案を提

出する。 
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議案第８７号 

平成３０年度鈴鹿市介護保険事業特別会計決算の認定について 

平成３０年度鈴鹿市介護保険事業特別会計決算を監査委員の意見を付けて認定に付

する。 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

（決算書及び決算審査意見書 別冊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

平成３０年度鈴鹿市介護保険事業特別会計決算について，地方自治法第２３３条

第３項の規定により議会の認定に付する必要があるから，この議案を提出する。 
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議案第８８号 

平成３０年度鈴鹿市後期高齢者医療特別会計決算の認定について 

平成３０年度鈴鹿市後期高齢者医療特別会計決算を監査委員の意見を付けて認定に

付する。 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

（決算書及び決算審査意見書 別冊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

平成３０年度鈴鹿市後期高齢者医療特別会計決算について，地方自治法第２３３

条第３項の規定により議会の認定に付する必要があるから，この議案を提出する。 
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議案第８９号 

平成３０年度鈴鹿市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

平成３０年度鈴鹿市水道事業会計剰余金を平成３０年度鈴鹿市水道事業剰余金処分

計算書（案）のとおり処分し，同会計決算を監査委員の意見を付けて認定に付する。 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

（決算書及び決算審査意見書 別冊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

平成３０年度鈴鹿市水道事業会計剰余金の処分について地方公営企業法第３２条

第２項の規定により議会の議決が必要であり，同会計決算について同法第３０条第

４項の規定により議会の認定に付する必要があるから，この議案を提出する。  

- 48 -



議案第９０号 

平成３０年度鈴鹿市下水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

平成３０年度鈴鹿市下水道事業会計剰余金を平成３０年度鈴鹿市下水道事業会計剰

余金処分計算書（案）のとおり処分し，同会計決算を監査委員の意見を付けて認定に

付する。 

 

 

 

 

 

令和元年８月２７日提出 

 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

 

 

 

（決算書及び決算審査意見書 別冊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

平成３０年度鈴鹿市下水道事業会計剰余金の処分について地方公営企業法第３２

条第２項の規定により議会の議決が必要であり，同会計決算について同法第３０条

第４項の規定により議会の認定に付する必要があるから，この議案を提出する。 
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